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１．はじめに 

近年、家庭や事業所から不燃系廃棄物などに混入して排出されるリチウムイオン電池に
起因する発火・火災事故が頻発・増加しています。その被害規模は年々増加の一途をたどっ
ており、自治体の廃棄物処理施設におけるリチウムイオン電池起因の火災事故の被害額は
年間 100 億円程度と推計しております。一度火災が発生すると施設の被害金額だけでなく、
復旧までに数カ月以上の時間を要する場合があるなど、安全・安心な循環型社会づくりに対
する信頼性を毀損するような甚大な社会的な影響や、人命にかかる影響も懸念されます。 

そこで、環境省・(独)環境再生保全機構の環境研究総合推進費「リチウムイオン電池等の
循 環 ・ 廃 棄 過 程 に お け る 火 災 事 故 実 態 の 解 明 と 適 正 管 理 対 策 提 案 」（ 3-2101 、 
JPMEERF20213001；2021～2023 年度）では、自治体および民間事業者の関係者各位がリ
チウムイオン電池に起因する発火・火災対策の参考となるような技術資料（ガイドライン）
をとりまとめました。本技術資料が廃棄物処理施設および小型家電リサイクル施設におけ
るリチウムイオン電池に起因する発火・火災対策の一助となれば幸いです。 
 

2024 年 9 月 
2026 年 5 月 一部修正 

 
環境研究総合推進費（3-2101、JPMEERF20213001）研究代表者 

国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域 
寺園 淳 
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２．本技術資料（ガイドライン）が対象とする範囲 

本技術資料（ガイドライン）が取り扱う製品の範囲は、リチウムイオン電池およびリチ
ウムイオン電池を使用する製品（小型家電）に関係するものとします。また、本技術資料
が対象とする範囲は主に自治体の不燃系廃棄物処理施設（破砕選別）における発火・火災
事故ですが、一部は民間の小型家電リサイクル施設におけるものも含めています。 

リチウムイオン電池の排出時および収集運搬時、さらにプラスチック製容器包装のリサ
イクルなどにおける発火・火災についても、参考となる情報はありますが、原則として対
象外とします。 
 

  



5 
 

３．発火・火災事故の概要と原因 

これまでの調査でいくつかの自治体に協力をいただき、不燃・粗大系廃棄物の破砕処理施
設における発火等事故発生に関するヒアリング、および破砕処理中のモニタリング調査を
実施しました 1)。その結果に基づく概要を紹介します。 
 
（１）発火・火災事故の実態把握 2) 

 
廃棄物処理における発火・火災（等）事故の実態把握は容易ではありません。その要因は

いくつかあります。 
まず、民間のみでなく、市町村の廃棄物処理施設においても周辺の住民との関係から、大

きな火災の場合を除いて、積極的な被害の公表を控えることがあるためです。 
次に、火災の用語の問題があります。消防庁の「火災報告取扱要領」では、「人の意思に

反して発生（放火も含む）」「消火の必要がある燃焼現象」「消火施設の利用を必要とする」
という三要素を満たすものが火災の定義になっていますが、実際には、小火（ボヤ）につい
ては消防への通報や記録がなかったり、市町村における消火能力や頻度によって数え方が
まちまちだったりしています。この技術資料では、重大事故の背後に多数の異常（ヒヤリ・
ハット）が存在する可能性も踏まえて、「発火・火災（等）事故」（または単に事故）の用語
を主に用います。 

関連して、施設によって検知方法や運用方法（記録や稼働停止を含む）が異なります。同
じ施設においても、検知方法の変更（増強）によって発生件数が変動する要因になっている
場合もあります。 

 
（２）発火・火災事故発生の概要 

 
市町村でのリチウムイオン電池に関連する発火・火災事故について、環境省 3)による 2022

年度の調査（原文では火災等、以下同様の表現修正あり）によれば、図 3-1 に示すように、
リチウムイオン電池（原文はリチウム蓄電池）等に起因した収集車両、破砕施設の事故は、
1,741 の市町村数（区を含む）の中で「発生していない」が 1,460（84%）を占め、「発生し
ている」は 281（16%）でした。ただし、同じく 2021 年度調査でも二次電池に起因した同
様の事故が発生している市町村は 255（15%）でしたが、「二次電池に起因すると疑われる
火災が発生しているが、原因は特定していない」と回答した市町村が 273（16%）あったた
め、疑いを含めると 3 割以上の市町村が発生の経験があると考えられます。 
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図 3-1  リチウム蓄電池に起因した収集車両や破砕施設の火災等の発生状況（単回答）

（2022 年度調査、市区町村ベース：n=1,741）3) 
 
発火・火災事故の年間規模別発生件数について、環境省 3)が 2022 年度に実施した一般廃

棄物処理実態調査においては図 3-2 に示すように、「出火し、散水装置等の設備で自動的に
消火」が最も多く、3,917 件でした。他に、「火花・煙等が発生（出火なし）」がほぼ同数の
3,825 件と続き、「出火し、職員が手動で消火」などを加えた合計が 11,140 件でした。同じ
く 2021・2020 年度に実施した調査結果でも規模の区分はやや異なるものの、合計でそれぞ
れ 12,765 件、9,732 件となっており 4)、年間 1 万件程度以上の発火・火災等事故が報告さ
れています。 

一方、環境省の 2022 年度調査では「出火し、消防隊により消火」が 49 件となっていま
す。これは、施設外の消防隊が消火するような火災は、発火・火災事故全体の 11,140 件の
0.44%にあたり、全体の中で規模の大きめの火災の割合はごく一部であることを示していま
す。 

 
図 3-2  発火・火災事故の年間規模別発生件数（2022 年度調査、対象：リチウムイオン

電池に起因した火災が発生している市町村：n=281）3) 
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また、推進費によるヒアリング調査でも年間 1,000 件以上の発火・火災等事故があるとす

る市町村（処理施設）は複数あった一方で、前述のように事故が「発生していない」とする
回答も非常に多く、市町村によるバラつきが極めて大きいことがわかっています。これは、
実際に事故の件数の違いがあるだけでなく、前述のように市町村の対応や把握の方法によ
る違いから実態把握が困難なことを示しています。 

さらに、2020 年度に最大 807 件あった施設 A における発火等事故発生件数は、図 3-3 に
示すように 2021 年度には 1,093 件であり、2015 年度の 67 件から増加傾向が続いているこ
とがわかりました。内訳は、2020 年度に 1 件であった火災・爆発を除いてほとんどが発火
でした。 

 

 
図 3-3  施設 A における発火等事故発生件数の経年変化 1) 

 
市町村において火災等が発生している収集区分については、環境省による 2021 年度の調

査では「不燃ごみ」が 67.1%と、他の収集区分より突出して多く、次いで「粗大ごみ」が
20.8%、「可燃ごみ」が 18.4%でありました 4)。 
 
（３）発火・火災事故発生場所 1) 

 
推進費でヒアリングを行った施設 A の例を示します。施設 A では、一次破砕（低速回転

破砕機）と二次破砕（高速回転破砕機）からなる二段破砕方式を採用し、その発火等事故の
発生場所は図 3-4 に示すように、一次破砕の直後のコンベヤ上である一次搬送での事故が
全体の約 43%の 481 件、同様に二次搬送が全体の約 52%の 582 件でした。破砕機で発火し
た電池はすぐにコンベヤ上に落ちることや火炎検知器の設置位置などを考慮すると、搬送
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段階での発火は破砕による結果であると推察されます。他の施設では発生場所の詳細なデ
ータは少ないものの、搬送段階が最も多く、破砕段階を含めるとほぼ９割以上であると考え
られます。 

また、一次破砕のような粗破砕でも発火が十分発生することと、一次破砕で発火を免れた
電池でも二次破砕で発火していることは注目に値します。破砕前の保管段階での発火は、収
集段階の圧縮が影響した可能性があります。 

破砕と選別を経た後の残さや金属類の保管段階では、1 件の発生件数でしたが、これは残
さが可燃ごみピットへ送られた後の発生件数（ヒアリングの結果、36 件）を含んでいませ
ん。仮に 36 件を含む 37 件が不燃・粗大ごみに由来する発火等事故の場合、全体（1,093 件
＋36 件＝1,129 件）の 3.3%は残さ保管段階で発生している計算になります。リチウムイオ
ン電池は破砕・選別の直後で発火せず、残さとして遅延発火する場合があり、可燃ごみピッ
トでの火災は大事故につながることから非常に注意を要する現象といえます。 
 

 
図 3-4  施設 A における発火等事故の発生場所（2021 年度）1) 

 
（４）発火・火災事故の原因 

 
発火・火災事故の原因について、調査結果が得られる施設は限られました。これは、大規

模な火災事故であれば激しい焼損によって発火源が確認できないことや、小規模の発火で
あっても原因が見つからなかったり頻発のために毎回の調査ができなかったりすることが
あるためです。 

このように調査ができる施設は限られましたが、一定の調査を行っている施設によれば、
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現在処理施設で発生している発火等事故の 80%から 90%程度はリチウムイオン電池に起因
するものと推測されました 1)。 

発火等事故発生時に検出されることが多いリチウムイオン電池使用製品について、回答
があった 5 つの施設のうち、充電式掃除機、電子たばこ・加熱式たばこ、モバイルバッテリ
ーがいずれも４つの施設から、電動アシスト自転車、携帯・スマートフォン、ワイヤレスイ
ヤホンがいずれも２つの施設から挙げられました。これらは、モバイルバッテリー、加熱式
たばこ、コードレス掃除機、スマートフォン、ワイヤレスイヤホン、電気かみそりの順で挙
げられた環境省調査 4)ともほぼ一致する結果となりました。 

 
（５）リチウムイオン電池使用製品（小型家電）と発火・火災事故との関係 

 
リチウムイオン電池使用製品（小型家電）と発火・火災事故との間に、明確な関係を示す

ことは容易ではありません。しかし、リチウムイオン電池の安全性評価試験（破砕による熱
暴走の検証）と施設における事故件数の検証の 2 つによって、関係があることは十分考え
られます。ここでは、施設における事故件数の検証結果を示します。 

不燃・粗大ごみの処理施設における破砕処理に伴う発火・火災等事故が多いと考え、ヒア
リング調査で発火等事故の発生件数が得られた 11 の処理施設において収集（処理）量と事
故発生件数の関係を調べました 1)。その結果、図 3-5 に示すように 2020 年度における発火
等事故発生件数は 0 から最大 807 件であり、7 施設が年間 100 件以上でした。事故が多い
施設では、不燃・粗大ごみ収集量 1t あたり 0.1 件以上の発火・火災等事故が発生していま
した。発生件数の把握が困難なことから図では両者の相関がありませんでしたが、図 3-6 の
ように小型家電の分別収集や選別などによって破砕処理の対象からリチウムイオン電池使
用製品が少なくなった場合は一定の相関関係が見えることが示されました。 

これより、データの制約などのために明確な関係までは見えませんが、破砕処理されるリ
チウムイオン電池使用製品（小型家電）の量を減らすことは発火等発生件数を減らす効果が
あると考えられます。 
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図 3-5  不燃・粗大ごみの収集（処理）量と発火・火災等事故発生件数との関係 1) 

（直線は不燃・粗大ごみ収集量 1t あたり 0.1 件の傾きを表しており、一部の施設でこれよ
り上にある。） 

 

 
図 3-6  11 箇所の処理施設における不燃・粗大ごみ内の推定リチウムイオン電池含有小型

家電処理量及び発火等事故発生件数の関係 1) 
 

（６）破砕処理による発火の事例 
 
破砕処理の衝撃によってリチウムイオン電池または金属どうしの発火が発生する様子は、
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多くの施設で破砕機内に設置されている ITV カメラなどで確認できます。ここでは、私た
ちが実施した破砕処理のリアルタイムモニタリングによる、リチウムイオン電池発火の事
例を示します 1)。 

私たちは 2022 年 3 月、埼玉県坂戸市のご協力で、不燃・粗大ごみの破砕処理作業におけ
る処理機内部の状況について、ITV カメラ（坂戸市所有）に加えて、赤外線サーモカメラと
環境センサーを用いて確認しました。当日の不燃・粗大ごみの処理作業は 3 時間程度でし
たが、その間に明確な発煙・発火事象が ITV カメラで 1 回確認され、作業者が処理を停止
して消火にあたりました。発火原因はモバイルバッテリーと思われるリチウムイオン電池
であり、手動消火後に除去されました。この時の発火を含む 13:25:22 から 2 分間における、
赤外線サーモカメラによる画面内の最高温度と環境センサーによる eCO2 濃度（簡易的な
CO2 の測定濃度）の推移を図 3-7 に示します。 

 
図 3-7  赤外線サーモカメラによる最大温度と環境センサーによる eCO2 と eTVOC 濃度

の推移 1) 
 
この間、13:25:32 にギロチン式の一次破砕機がリチウムイオン電池をせん断破砕した直

後に図 3-8 (a.1、a.2)のような発煙が ITV カメラで確認され、リチウムイオン電池内部から
噴出したガスの温度がすぐに測定限度（図 3-7 では 380 度程度ですが機器の仕様上は 350
度）を超過したことが赤外線サーモカメラでも確認されました。12 秒後の 13:25:44 には図
3-8 (b.1、b.2)に示すように発火が ITV カメラでも見られて高温を維持し、さらに 12 秒後
の 13:25:56 には作業員による手動放水が始まって 15 秒間でほぼ消火を終えました。 

また、当日の明確な発火確認と処理停止は 1 回のみでしたが、赤外線サーモカメラのデ
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ータからはこれ以外に 80 度超過事象は 3 回あることがわかり、いずれも処理作業中に発火
に至らず温度が低下していました。なお、2020 年度の坂戸市での発火等発生件数は 269 件
であって、年間処理日数を 50 日とすると平均 5.36 回/日であり、今回確認した発火以外に
も潜在的な発火事象がある可能性があります。 

 
(a.1) 発煙時の ITV カメラ画像 (13:25:32) 

 
(a.2) 発煙時の赤外線サーモカメラ画像 

(13:25:32) 
 

 
(b.1) 発火時の TVV カメラ画像 

(13:25:44) 

 
(b.2) 発火時の赤外線サーモカメラ画像 

(13:25:44) 
図 3-8  発煙時(13:25:32)及び発火時（13:25:44）における ITV カメラの画像と赤外線サ

ーモカメラの熱画像 1) 
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４．リチウムイオン電池に起因すると思われる火災被害規模 

リチウムイオン電池に起因すると考えられる廃棄物処理施設の火災事故は近年増加の一
途をたどっていますが、国内に詳しい統計データは存在しません。これに関し、いくつか
の機関が関連する統計情報を公開しています。例えば、独立行政法人製品評価技術基盤機
構は、インターネット等から収集した情報から、ごみに混入したリチウムイオン電池の発
火などによる被害額は 2018 年度から 2021 年度の 4 年間でおよそ 111 億円に達すると報
じています 5)。 

日本国内において、リチウムイオン電池が廃棄、処理される場所はおもに①自治体が管
轄する廃棄物処理施設、②小型家電リサイクル施設、③産業廃棄物処理施設、④容器包装
再生処理施設があると考えられます。この中で最も施設件数、処理量が多いと考えられる
①自治体が管轄する廃棄物処理施設について、リチウムイオン電池に起因すると思われる
火災被害額の推計を試みました。 

試算にあたっては、ニュースサイトや新聞、雑誌、自治体の予算・決算資料、議会議事
録等の公開されている情報をもとに廃棄物処理施設の火災の情報（被害箇所や程度）、復
旧費用や処理費用、休止期間等の情報を収集し、火災被害額を算出するため、収集した情
報のうち復旧費（災害共済金で給付される額と自治体が補填する額の合計）と復旧中の処
理費用の合計と「火災被害額」と定義しました。 
 

図 4-1  市有ごみ処理施設火災の推計被害額 
出典：各種媒体や公開情報等をもとに作成 
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推計の結果、市有ごみ処理施設火災の被害額は図 4-1 のように 2019 年度以降大きな伸

びを示し、2021 年度には 101 億円程度に達しました。これより市有施設以外を含む日本
全国の自治体が管轄する廃棄物処理施設における火災被害額を推計した結果、120 億円程
度とみなされました。そのうち、リチウムイオン電池に起因する火災の割合を 80～90%と
見積もった場合の火災被害額は 96～108 億円程度と推計されたため、2021 年度の被害額
は 100 億円程度かそれ以上と考えられます。 

一方、イギリスやアメリカでは対人口比で日本の 5 倍程度の被害額が確認されました。
そこで、今回推計した火災被害額に含まれていない被害を振り返ったところ、以下のもの
があると考えられました。 
 小規模火災被害（消防車の出動がない、保険請求をしない程度のもの）による復旧

費用、補償費用 
 火災の原因調査費用 
 火災を予防するための追加の対策費用 
 操業への影響が少ないと判断され復旧に至っていない箇所の復旧費用 
 休止・休業中の補償費用（本来は得られるはずだった収益等を含む） 

 
最後の休止・休業中の補償費用に関連して、金銭的な被害の定量化には至っていません

が、頻繁な稼働停止による処理の停滞も甚大な被害の一側面であると考えられます。発火
等事故の検知を行った場合、停止・消火から再稼働までにかかるまでの通常の時間がわか
った 6 施設のうち、10～15 分程度が 4 施設、30 分～40 分程度が 2 施設でした 1)。加え
て、ある程度の発火の場合であっても停止せずに処理を継続するという回答も 1 施設から
ありました。発火等事故の程度にもよりますが、年に数十件以上の発火等事故の施設で
は、一稼働日あたり数件の事故発生（週に 1 日～4 日稼働の施設が多いため）に相当する
ことになり、日常茶飯事のように稼働停止や迅速な復旧を求められている現状がありま
す。 

また、日本全国のリチウムイオン電池に起因する火災被害額を考えた場合、上記に加え
て、自治体の廃棄物処理施設以外（小型家電リサイクル施設、産業廃棄物処理施設、容器
包装再生処理施設等）の火災被害についても含めて考える必要があります。 

以上から、日本国内の自治体管轄の廃棄物処理施設におけるリチウムイオン電池に起因
する火災被害額は少なく見積もっても 100 億円程度と考えるのが妥当であり、火災被害の
定義をもっと広げた場合や、民間の処理施設を含めた場合には、火災被害はさらに増大す
ると考えられます。 
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５．代表的な処理プロセス 

ここでは、リチウムイオン電池やリチウムイオン電池使用製品の混入するケースが比較
的多い高速回転式破砕機による破砕処理を例に、よくみられる処理プロセスとリチウムイ
オン電池に起因する発火例について記載します。 

代表的な処理プロセスの例として文献やヒアリングによって調べた結果を、自治体にお
ける不燃系廃棄物処理プロセスと小型家電リサイクルプロセスについてそれぞれ図 5-1 と
図 5-2 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 自治体における代表的な不燃系廃棄物処理プロセス 
出典：文献 6, 7)や破砕機メーカーへのヒアリング結果等をもとに作成 

破砕機 
（衝撃式/引裂式） 

渦電流 選別機 

通過物 

磁力選別機 
（吊下/ドラム/プーリー） 

選別物 
通過物 

粒度 選別機 * 
（振動型 / 回転型） 

粗粒 

非鉄金属 

可燃残さ 

風力 選別機 ( 集塵 ) ダスト 
軽量物 

重量物 

鉄 
選別物 

供給コンベヤ 

不燃残さ 
細粒 

受入れ（ヤード / ピット） 

搬送 コンベヤ 
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＊粒度選別について、細粒・中粒・粗粒 3 種類の場合は、中粒は渦電流選別へ、粗粒は可
燃残さへ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2 小型家電リサイクル施設における代表的な小型家電処理プロセスの例 
出典：小型家電認定事業者へのヒアリング結果等をもとに作成 

 
リチウムイオン電池による発火・火災事故については、収集段階で圧縮などの物理的衝撃

を受ける以上、受入れ以降のどこでも発生する可能性があります。収集において圧縮を伴う
パッカー車を避けて平ボディ車などを使った場合でも、積込みなどでの圧縮は避けられな
い上に、廃棄前に何らかの破損を受けている可能性も否定できません。しかしながら、頻度
と影響の大きさを考えると、やはり破砕を中心に対策を考えるのが妥当です。 

リチウムイオン電池の破砕による変形・破損で生じる発火には、大きく分けて直後発火と
遅延発火があります。両者には明確な時間区分はないが、私たちの研究では 10 分程度ない
し長い場合は 11 時間以上経過してから温度上昇に至る現象も確認しています。感覚的には、
破砕機内部、破砕機出口、搬送コンベヤで破砕後 1 分程度以内に発生している発火を直後
発火、破砕後数分程度経過してから搬送コンベヤの途中以降や選別物・残さの保管場所で発
生している発火を遅延発火と考えてよいかと思われます。 

処理プロセスの場所において想定される発火内容と影響をまとめると表 5-1 のようにな
ります。 

 
 

破砕機 
（衝撃式/引裂式） 

渦電流選別 

通過物 
磁力選別 

（吊下/ドラム/プーリー） 

選別物 
通過物 

粒度選別 
（振動型/回転型） 

粗粒 

非鉄金属 

基板等 

風力選別（集塵） ダスト類 軽量物 
重量物 

鉄 
選別物 

受入れ 

主に銅屑 
細粒 

風力選別 
軽量物 

重量物 
ダスト類 

比重選別 
軽量物 

重量物 
プラ 

※1 

※2 

※3 

仕分け（人手） 

手分解 
LIB 
その他 

手分解要 手分解不要 

LIB 
異物等 
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表 5-1  処理プロセスの場所において想定される発火内容と影響 
発火場所 想定される発火内容 影響 

受入れヤード・
ピット 

不燃ごみに混入したリチウムイオン電
池やリチウムイオン電池使用製品が収
集や保管による圧縮などの理由で発火
し、受入れヤードやピット内で延焼 

発火の頻度は低いが、沈下
までに時間を要し、大規模
に延焼するリスクがある 

破砕機内 衝撃式、引裂式などの外力によりリチウ
ムイオン電池が変形・破損し直後発火 

発火の頻度は非常に高い。
通常、発火はすぐにおさま
るか出口に移行するととも
に、防火・防爆対策が取られ
ているが、注意が必要であ
る 

破砕機出口 破砕機内で変形・破損したリチウムイオ
ン電池が破砕機を出てから直後発火 

発火の頻度が非常に高い。
初期消火が遅れると延焼リ
スクあり 

搬送コンベヤ、
各種選別機 

変形・破損したリチウムイオン電池がく
すぶった状態で、搬送コンベヤで発火 

発火の頻度が高い。初期消
火が遅れると延焼リスクあ
り 

選別物や残さの
保管場所（可燃
残さのピットを
含む） 

選別回収した磁着物や不燃残さ、可燃残
さなどの保管容器内で混入したリチウ
ムイオン電池が火種となり、数時間～数
日経過以降（施設稼働時間外含む）でも
遅延発火 

発火の頻度は低いが、保管
場所がピットなどの場合、
鎮火までに時間を要し、延
焼して大規模火災になるリ
スクがある。鉄など選別物
でも発火する場合がある。 
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６．破砕方式の分類 

主に文献 8）によって整理された破砕方式ごとに、これまでの自治体ならびに小型家電リ
サイクル施設へのヒアリング等調査によって得られたリチウムイオン電池単体またはリチ
ウムイオン電池使用製品が混入して破砕される傾向の程度を表 6-1 のように整理しました。 
 切断式の代表機種はギロチン式せん断破砕機で、廃棄物焼却施設の可燃性粗大ごみ前処
理破砕として、また粗大ごみ処理施設の回転式破砕機の前処理破砕として多く用いられて
います。家庭等から排出されるリチウムイオン電池またはリチウムイオン電池使用製品が
粗大ごみや不燃ごみに混入し、切断式破砕機に供される事例が多くみられます。 
 高速回転式の代表機種はハンマクラッシャ（衝撃・せん断併用回転式破砕機）で、不燃ご
みや粗大ごみの破砕機として多くの自治体が導入し広く普及しています。そのため、不燃ご
みや粗大ごみに混入するリチウムイオン電池やリチウムイオン電池使用製品が高速回転式
破砕機に供される事例は非常に多くなっています。 
 低速回転式の代表機種はせん断破砕機で回転する１本または２本の水平軸にせん断刃を
取り付けた一軸せん断破砕機や二軸せん断破砕機が主流です。軟質系長尺物の粗大ごみ処
理を目的とした導入が比較的多く、家庭から排出される家具類など可燃性粗大ごみにリチ
ウムイオン電池またはリチウムイオン電池使用製品が混入するケースが考えられます。 
 圧縮型は鉱山や砕石現場での使用の他、鉄筋入り廃コンクリートの一次破砕などにも使
用されていますが、ここで対象とする一般廃棄物処理施設や小型家電リサイクル施設での
使用としては不向きなタイプの破砕機です。摩擦機構である粉砕機は通常、破砕機構に含ま
れない 8）のため、ここでは検討の対象外とします。 

以上のように、切断式、高速回転式、低速回転式がリチウムイオン電池の発火事例でよく
みられる破砕方式です。高速回転式が細破砕（二次破砕）として用いられる前に、切断式や
低速回転式が粗破砕（一時破砕）として用いられることもあり、粗破砕の方が発火頻度が低
そうにも予想されますが、私たちの研究では明確な頻度の違いは見つかっていません。なお、
不燃ごみなどの収集袋に対して破袋機が用いられることもあり、基本的には低速回転式と
同様のメカニズムになっていますが、破袋機での発火事例はあまり知られていません。 

 
表 6-1 破砕機の分類 

1.方式 
2.メカニ

ズム 
3.対象物 4.代表機種 

5. リチウムイオン電池
単体または使用製品の

破砕事例・可能性 

切断式 せん断 強じん、繊維質 ギロチン 多い 

高速回転式 衝撃が主 ぜい弱、摩耗性、
繊維質 

ハンマクラッシャ 多い 

低速回転式 引き裂き 強じん、繊維質 二軸せん断式 多い 
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圧縮型 圧縮 ぜい弱 ジョークラッシャ 不明 

粉砕機 摩擦  ミル ―（対象外） 

出典：項目 1～4 は文献 8, 9)、項目 5 は独自に作成 
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７．発火・火災対策 

ここでは、破砕処理によるリチウムイオン電池に起因する発火・火災の対策例について記
載します。 
 まず対策を施す際の基本的な考え方として、 
 破砕機にリチウムイオン電池を極力混入させない 
 破砕機に混入した場合でも、直後発火や遅延発火を可能な限り防止する 

の 2 点が肝要です。 
前者のために排出に関する周知啓発、分別収集、事前選別、後者のために破砕機内の対策、

モニタリングと消火、遅延発火の抑制などの対策を記します。 
 
（１）排出に関する周知啓発 

 
リチウムイオン電池に起因する発火・火災事故を減らすため、排出者である市民および事

業者に向け適切な排出を促すための周知啓発が重要です。周知啓発にあたっては以下の項
目を考慮することが効果的と考えられます。 

・どのような製品にリチウムイオン電池が使用または内蔵されているか 
・リチウムイオン電池や使用製品の分別収集（収集場所、捨て方など） 
・できるかぎり放電をして充電状態（State of Charge; SOC）を下げること 
・絶縁すること 

ただし、リチウムイオン電池の使用に関する表示や取外し可能な設計については、市民が
対応できるような情報が十分与えられているとは言えない状況であり、国としての対応が
求められます。 

分別収集については（２）で記載します。 
充電状態（SOC）に関しては、私たちの研究でも低 SOC ほど発火リスクが小さいことを

示す試験結果を得てきました。回収場所では技術的に可能であれば SOC を 30%以下まで放
電させるとする優良事例の紹介 10)や、SOC を 25％以下に減らすことで発火の可能性を大
幅に減らすことができる 11)とする情報もあるように、SOC が小さい方が相対的に発火リス
クが小さいことは明らかと言ってよいと考えられます。一方で、一部のモバイルバッテリー
などを除いて SOC の目安を知ることは困難であることなどから、現実的には消費者の協力
は容易ではないとも言えます。 

絶縁についても、取外しがされたリチウムイオン電池については有効です。ただし、取外
しが困難な電池が多いことと、乾電池のように電極が明確とは限らないことから、容易では
ありません。 

関連して、一般社団法人 JBRC（以下、JBRC）の自主回収の対象でなかった非純正のリチ
ウムイオン電池については、これまでに経済産業省が以下のような注意喚起をしていまし



21 
 

た。リチウムイオン電池の発火リスクや放電の重要性とともに、非純正の電池使用も控える
のが望ましいと考えられます。 
 

経済産業省のプレスリリース 
 2021 年 10 月 29 日「有限会社すみとも商店、ロワ・ジャパン有限会社が輸入したコ

ードレス掃除機用非純正のバッテリーパックについて～充放電をしていない保管状
態であっても発火のリスクがある大変危険な製品です～」12) 

 2021 年 12 月 17 日「本年 10 月 29 日にご案内した有限会社すみとも商店、ロワ・ジ
ャパン有限会社のコードレス掃除機用非純正のバッテリーパックについて掃除機運
転による放電を御願いします」13) 

 
 
（２）分別収集 
 

リチウムイオン電池は資源有効利用促進法による指定再資源化製品として自主回収の対
象であるため、この自主回収の促進とそれ以外の市町村による分別収集の 2 つがあります。 

自主回収は、電池と使用製品のメーカー・輸入事業者などにリチウムイオン電池を含む小
型充電式電池の自主回収が義務付けられていて、多くのメーカーなどが JBRC を通じて小
型充電式電池のリサイクル活動を共同で行っています。環境省の対策集でも、公共施設にお
ける JBRC の回収ボックスの設置などが紹介されています 3)。しかしながら、回収場所（電
器店などの排出協力店）のわかりにくさ、対象外の品目や電池（非会員メーカーを含む）、
電池一体型製品のために取り外せない電池、表示のない製品、回収率の目標がないことなど、
多くの課題があります 1, 14)。 

また、JBRC 以外にもパソコンと携帯電話は一般社団法人パソコン 3R 推進協会（以下、
PC3R）とモバイル・リサイクル・ネットワーク（以下、MRN）による自主回収がそれぞれ
行われています。ただし、リチウムイオン電池の回収量は、JBRC が 589t 15)（2023 年）、
PC3R が 35t（ノートパソコン回収量 13.3 万台 16)からリチウムイオン電池 0.26kg/台として
推計、2022 年度）、MRN は電池として 109t 17)（2022 年度）、小型家電からは密閉形蓄電池
として 298t 18)を合計すると年間約千 t であり、私たちの推計によるリチウムイオン電池の年
間排出量 8,200t 程度を分母とした回収率は 10%台に留まっています。この他、加熱式たば
こ、電気かみそり、電子機器などの自主回収を個社や団体が実施している場合もありますが、
2024 年 3 月時点で回収実績を公表している事例はなく、回収量は極めて少ないと考えられ
ます。 

このようにメーカーによる十分な自主回収が期待できない状況で、事故防止のためにや
むを得ず対策を始める市町村が増えつつあり、その事例が環境省の対策集に紹介されてい
ます 3)。具体的には、「リチウムイオン電池（を含む充電式電池、以下同じ）」と「リチウム
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イオン電池を取り外せない小型家電（いわゆる一体型製品）」の分別収集を始めた市町村が
多く、東京都府中市が「危険ごみ」、東京都武蔵野市が「危険・有害ごみ」、新潟市が「特定
5 品目」（有害危険物から改称）として、それぞれ分別収集を始めています。 

また、埼玉県坂戸市は 2021 年 12 月から環境省のモデル事業として「リチウムイオン電
池」（乾電池、ライター等と一緒）と「リチウムイオン電池が外れない小型家電」を燃やさ
ないごみと分けて分別収集する取組みを始めていた 3)が、よりわかりやすくするために「リ
チウムイオン電池」と「充電式小型家電等」について乾電池・ライター、スプレー缶等と合
わせて「発火性危険物」としての分別収集を 2024 年 4 月から開始しました 19)。同様の分別
区分は愛知県瀬戸市でも実施しています。 

この他、「リチウムイオン電池」について、東京都町田市と千葉県市川市では「有害ごみ」、
名古屋市では「電池類」として、神奈川県藤沢市では（モバイルバッテリーと加熱式たばこ
を合わせて）「特定処理品目」として、それぞれ分別収集を行っています。特徴的なもので
は、北九州市が 2023 年 7 月から「リチウムイオン電池」の回収ボックスを市内 88 カ所の
小型家電回収ボックスに併設を始めたというものもあります。また、「一体型製品」につい
ては、鳥取中部ふるさと広域連合では「有害ごみ」として分別収集を始めています。 

なお、私たちの調査 1)では、リチウムイオン電池使用製品（小型家電）の重量は不燃ごみ
全体の 0.3%程度であり、リチウムイオン電池自体の重量は 0.06%（製品重量の約 20%）に
過ぎなかったにもかかわらず、発火等発生事故の 80～90%程度の原因となっている実態が
明らかになりました。（不燃ごみと粗大ごみの収集区分や処理量は自治体によっても異なり
ますが、リチウムイオン電池が不燃ごみの 0.3%という比率は不燃・粗大ごみのおよそ 0.2%
程度にほぼ相当すると考えられます。）2021 年度時点の坂戸市での分別収集に関する限られ
た調査結果からは、「リチウムイオン電池が外れない小型家電」の分別収集で不燃ごみへの
混入を 2 割程度削減する効果があると考えられました。2 割程度は十分高い割合とは言えな
いため、住民への周知・啓発によってさらに混入防止が進むことが期待されます。 
 
（３）事前選別 

 
事前選別は、分別収集の有無にかかわらず不燃ごみなどに混入したリチウムイオン電池

使用製品を、主に破砕処理の事前に職員の手選別で除去するものです。一般にこのような手
選別は土間と呼ばれる広い屋内スペースと人員や費用が必要なため、実施可能な処理施設
は限られます。 

環境省の対策集によれば、このようなリチウムイオン電池使用製品の選別は、府中市、新
潟市（搬入ごみが対象）、町田市および市川市で強化または追加したとされています 3)。私
たちによる現地調査によると、町田市では破砕前だけでなく破砕後においても、ともにコン
ベヤ上で手選別が実施されていました。 

この他、北九州市では 2023 年 10 月から始まったプラスチックごみの一括回収に際して、
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破袋・選別後の重量物に対する高磁力選別を適用してリチウムイオン電池が含まれたプラ
スチック製品の選別を行っています。 

私たちの研究では、発火リスクは SOC や充電電力量（リチウムイオン電池に残っている
電力量）に影響することが考えられました。事前選別ではすべてのリチウムイオン電池使用
製品を見つけて選別することは難しいですが、充電電力量も大きくて比較的見つけやすい
大きさの「電動アシスト自転車」「ノートパソコン」「掃除機（コードレス、ロボット）」を
除くだけでも一定の大きな効果を上げるといえます。 

また、廃棄物等に混入したリチウムイオン電池の選別除去技術として、近年、X 線を利用
した検知システムがあります。これは物体が X 線を通過した際の波形や画像からリチウム
イオン電池を検知するもので、容器包装リサイクル施設での導入が見られ始めています。 
 
（４）破砕機内の対策 

 
廃棄物処理法施行規則に定める一般廃棄物処理施設の維持管理基準によれば、破砕施設

にあっては不適物混入防止の連続的な監視が示されていますが、現実的には困難です。また、
廃棄物処理施設の性能指針については、「廃棄物処理施設整備国庫補助事業に係るごみ処理
施設性能指針」（平成 20 年 3 月 31 日環廃対発第 080331003 号、2008 年）があります。こ
の中には「VI ごみ破砕選別施設」がありますが、ごみ処理能力、破砕物の性状、回収物の
純度、安定稼働に関する事項と性能確認方法が記述されているだけで、具体的な事故防止対
策は記述されていません。 

文献 8）によれば、不燃ごみ等の破砕処理施設における防爆対策は、廃棄物に混入するス
プレー缶やカートリッジボンベなどの可燃性物質を対象に次のような方式が採用されてき
ました。すなわち、高速回転式破砕機における希釈空気吹込方式と水蒸気吹込方式や、低速
回転式せん断破砕機による前処理（前処理方式）が主な方式です。 

希釈空気吹込方式と水蒸気吹込方式は可燃性ガスによる燃焼反応に対する破砕機内の防
爆対策として、また前処理方式は後段の破砕機に入る前に可燃性ガスを拡散させることを
目的に、以下の燃焼の３条件の１つの要素を外すことを目的としています。 
 可燃性ガスの爆発範囲を外す 
 酸素濃度を爆発限界濃度以下に保持する 
 着火源をなくす 

 リチウムイオン電池による爆発事故はあまり聞かれませんが、基本的に上記のような防
爆対策は有効と考えられます。上記の燃焼の３条件を考慮した設計とすることが重要と考
え、あくまで参考情報として、それぞれの防爆方式を表 7-2 にまとめました。なお、破砕機
の種類や処理量によっても関係することが考えられるため、破砕機メーカーなどとの相談
が望まれます。 
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表 7-2 防爆方式の比較 
項 目 希釈空気吹込方式 水蒸気吹込方式 前処理方式 

1.防爆機構 可燃性ガス濃度希釈 酸素濃度低減 前処理破砕ガス追出 
2.防爆原理 爆発下限濃度以下 爆発限界濃度以下 混入可燃ガス低減 
3.事前除去 必要度大 あった方が良 あった方が良 
4.爆発規模 事前除去の程度によ

っては大規模爆発に
なることもある 

小規模（1 日で復旧で
きる場合が多い） 

小規模（前処理破砕機
での可燃性ガスの処
理が必要） 

5.操作性 非常に簡単 容易 非常に簡単 
6.制御方法 ガス検知によりごみ

供給量調整 
酸素濃度検知により
蒸気量調整 
排風機により破砕機
内静圧調整 

ガス検知によりごみ
供給量調整 

7.その他 日処理量 50t 以下で
一般的。 

日処理量 50t 以上で、
横型の高速回転式の
場合に導入しやすい。
ただし、縦形の場合は
空気が動くので蒸気
を送るのは経済的で
はない。 

 

出典：項目 1～6 は文献 8）より抜粋、項目 7 はヒアリング等により記載 
 
①  希釈空気吹込方式 

破砕機内に空気を吹き込んで機内の可燃性ガス濃度を爆発下限濃度以下に薄めることを
目的に行われます。大量の空気を送風するため大型の集塵機が必要ですが、小規模な破砕施
設では数多く採用されています。リチウムイオン電池の変形・破壊によって発生・噴出する
可燃性ガスが多い場合、その濃度低減により、発火の抑制に一定の効果がある可能性があり
ます。 
 
②  水蒸気吹込方式 

一定量の水蒸気を破砕機内に吹き込み機内の酸素濃度を爆発限界濃度以下（約 11%）に
保持し、混入する可燃性ガス量が変動しても雰囲気的に爆発しない状況にします。破砕機内
でのリチウムイオン電池の発火の抑制に一定の効果がある可能性があります。ただし、蒸気
源としてボイラーを設置する必要があること、破砕機開口部からの水蒸気の拡散防止対策
や水蒸気の凝縮・結露の対策が必要です。 
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③ 前処理方式 
廃棄物に混入するスプレー缶やカートリッジボンベ等を衝撃式高速回転破砕機に投入す

る前に容器を壊して引火性ガスを拡散する目的で低速回転式せん断破砕機が実用的に用い
られています。リチウムイオン電池に対しても筐体を変形・破壊することで内部の可燃性ガ
スを拡散させる効果は期待できますが、同時に発火するリスクもあります。また、実用的に
用いられる低速回転式せん断破砕機の刃幅はスプレー缶の直径（65mm）を考慮して 50mm
程度に設計されているため、小型のリチウムイオン電池などの種類によっては破砕機を通
過し変形・破壊を免れることも考えられます。 
 
（５）モニタリングと消火 
 

廃棄物処理施設における防火・消火設備と機器として、文献 20)には、熱感知器、煙感知
器、炎感知器等のうち適切なものの併用設置と散水設備の設置が望まれることが記載され
ているほか、大規模施設の貯留ピットでは赤外線カメラを使用した高性能な火災検知シス
テムやこれらのシステムと連動した自動消火システムの設置に言及しています。なお、消防
法における防火対象物に廃棄物処理施設は該当します（消防法施行令別表第一の 12 項(イ)：
工場又は作業場、15 項：全各項に該当しない事業場）が、機械設備は対象とされていませ
ん。そのため建物以外で、リチウムイオン電池による発火・火災が多く発生する破砕機や搬
送コンベヤのような機械設備に対しては、別途対応の検討が必要になります。 

分別収集や選別の徹底によってもリチウムイオン電池の完全な混入防止は難しく、破砕
処理で発火・火災事故を発生した場合、モニタリングの強化によって事故を早期に発見する
必要があります。具体的には、ITV カメラなどを通じた目視による他、火炎（炎）、熱・温
度、ガスなどを検知する方法が取られており、散水・消火設備の増設などとあわせて対策を
取られることが多いです。なお、処理施設において破砕や搬送段階を主とした検知方法（ITV
カメラ以外）と検知時の対応を尋ねた結果、全 11 施設の中で、検知方法は火炎（紫外線ま
たは赤外線）とガス（可燃性ガス、CO など）がともに 9 施設、温度・熱が５施設、煙が１
施設でした 1)。この他、11 施設の中で検知方法を有していない施設が１つありました。 

火炎検知器の設置や増設が最も一般的であり、発火・火災等事故の発生したコンベヤやピ
ットにおいて、武蔵野市、新潟市、名古屋市、および市川市で実施されています。文献 7)に
よれば、赤外線式は受光部の汚れに対して非常に強く、紫外線式は赤外線式に比べ応答性が
速いとされています。リチウムイオン電池は遅延発火の場合があるため、搬送コンベヤ上に
10m など一定間隔置きに設置するのが有効です。 

赤外線サーモカメラや放射温度計を含む温度検知器（温度センサー）の設置も武蔵野市、
静岡市、および名古屋市で活用されており、北九州市におけるプラスチックごみの破袋後の
搬送コンベヤ上の温度センサー設置も同様のものとみられます。赤外線サーモカメラは高
価なため、1 施設の残さ保管場所で用いていたほか、別の１施設で稼働停止中の調査用にポ
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ータブルの機器を利用していました 1)。 
可燃ガス検知器は従来からスプレー缶などによる防爆目的で設置されることも多かった

ですが、リチウムイオン電池起因が疑われる事故を契機としても、静岡市や名古屋市で実施
されています。また、消火用噴霧を行う CO 濃度基準の引き下げを行った町田市の事例も
あります。なお、ガス検知は設置方法によって 20～30 秒程度のタイムラグがあるため、リ
チウムイオン電池起因の発火・火災に対しては直接有効と考えられません。 

以上の他、不燃・粗大ごみのピットで AI による煙検知システムを導入した静岡市や、検
知器（温度と光）が作動してコンベヤが自動停止したために消火ができずに火災が拡大した
経験から、検知器のプログラムを変更した府中市の事例もあります。最近では、AI による
火花検知システムなども開発されています。 
 

一方、消火については、スプリンクラー設備、屋内消火栓設備、消火器などが消防法で定
める設置基準に従って廃棄物処理施設には設置されています。ただし、リチウムイオン電池
起因の発火の多い破砕機内部や搬送コンベヤのような機械設備に対しては、モニタリング
と同様に施設の判断で設置や運用がされています。 

前述のように私たちの調査で調べた 11 施設の中では、自動消火が 8（散水が７、消火器
が１）、手動消火が２、不明が 1 という結果でした。手動消火は ITV カメラや CO 検知器な
どを人が確認して散水を行うとのことでした 1)。 

なお、製品安全に詳しいあるメーカーの担当者によれば、破砕機などで発火したリチウム
イオン電池（または使用製品）に対しては、手動消火は危険なため極力避けるべきというこ
とでした。リチウムイオン電池が単電池（セル）でなく組電池（パック）の場合、それまで
無傷であった別の電池に熱が伝わり、手動消火の最中に新たな電池が発火や破裂などを起
こして作業者が負傷してしまう可能性があるためです。予算などの制約があることが考え
られますが、できるだけ早期に自動消火を導入頂くことが望まれます。 

また、屋内消火栓設備は一般に 1 階に設置されていてホースの長さも限られます。特に
搬送コンベヤのように施設内で高さのある場所に対して効果的な消火・散水ができるよう、
消火・散水設備は適切な位置に設置することが望ましいです。 

ごみ貯留ピット（不燃系廃棄物、可燃残さなど）においては、大規模火災のような甚大な
影響を防ぐ必要があります。このような場所では、発火監視装置と自動放水銃装置を組み合
わせた自動放水銃システムが最も適しています 20)。 

最後にやや古いですが、下表ではリチウムイオン電池による事故後の措置の事例を示し
ます。 
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（６）遅延発火の抑制（リチウムイオン電池の物理選別など） 

 
 破砕後の遅延発火を可能な限り防止する方法としては、先述したモニタリングの強化、
物理選別、およびソフト対策が重要となります。すなわち、搬送コンベヤ上のモニタリン
グで遅延発火を早期に検知し、消火設備（散水・消火剤等）による自動消火を行います。
また、選別回収物へのリチウムイオン電池の混入への対策としては先述した物理選別や手
選別の組合せが有効です。 
 自治体と小型家電リサイクル施設の代表的な処理プロセスに対する、リチウムイオン電
池に起因する発火・火災対策を施した処理フロー図の例を、以下の図 7-1（事例１）、図 7-
2（事例２）にそれぞれ示します。 
  

表 7-3  リチウム電池等による事故後の措置等（平成 27～29 年度）21) 
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図 7-1  自治体の代表的な処理プロセス（図 5-1）に対する、破砕後の遅延発火予防対策を

加味したフロー案（破砕前の混入防止対策を一部含む）（事例１） 
 

事例１における対策のポイント： 
 遅延発火を極力防ぐため、破砕機の後段の搬送コンベヤ上で炎・煙・温度検知器の

いずれかまたは組合せで発火を早期検知し、消火設備（散水・消火剤等）による自
動消火を行う。また、破砕機を通過したリチウムイオン電池については可能な限り
ピッキングや各種選別機（磁力選別機、渦電流選別機）あるいはそれらの組合せを
配置。 

 破砕機の後段の磁力選別では非磁性体の巻き込みを極力減らすため、粗選（1,500
～3,000G 程度） と精選（8,000G）の多段設置とすることが望ましい。 

渦電流選別 

手選 
選別物 通過物 
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（粗選・精選多段） 

渦電流選別 
and/or  手選 

選別物 通過物 

粒度選別 
（振動型/回転型） 

粗粒 

非鉄金属 

LIB 

可燃残さ 

ダスト 
軽量物 

重量物 

鉄 

LIB 

高磁力選別 
and/or  手選 

LIB 

破砕機 
（衝撃式/引裂式） 

受入れ（ヤード/ピット） 
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図 7-2  小型家電リサイクル施設の代表的な処理プロセス（図 5-2）に対する、原料の持つ
資源性を確保（有価物の最大限回収）しつつ破砕前の混入対策として粗破砕・自動選別機

を考慮した場合のフロー案（事例２） 
 

事例２における対策のポイント： 
 破砕機投入までの追加対策では、仕分けソーターや粗破砕機、自動選別機などの設

備導入にかかるコスト増と、伴う仕分けや手分解に要するコスト減（主に人件費）
が判断材料のひとつとなる（なお、設備導入してもリチウムイオン電池の破砕機混
入がゼロになるわけではない） 

 自動選別は日進月歩の技術領域であり、今後の技術開発が望まれている。 
 

破砕機から排出され一定時間を経た後に発火する遅延発火は、搬送コンベヤ上や各種選
別機内、または鉄やアルミといった各種回収物、残さ物の保管容器内でも発生する可能性が

破砕機
（衝撃式/引裂式）
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軽量物
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（ソーター）
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選別物通過物

磁力選別
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できればバッチ式・窒素雰囲気

 リチウムイオン電池の物理選別精度を維持するためには搬送コンベヤを流れる破砕
物の層厚は無いか、あるいは極力薄い層厚（数センチ程度）を保つことが重要。 
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あります。遅延発火は直後発火より頻度は低いものの、甚大な影響を引き起こす可能性があ
るため、抑制するための対策が必要です。最も確実な対策は作業者が選別ライン上を流れて
くるリチウムイオン電池を視認し取り除くことですが、人手の作業負荷を軽減できる可能
性のある方法として、物理選別の有効性について検証しました。詳細は巻末の参考情報に記
載し、ここでは要点のみ示します。 
 金属物の選別方法として、一般的には磁性物を磁力選別機で、非鉄金属を渦電流選別機

で分離可能なことが知られています。多くの不燃系廃棄物の処理施設でもこれらの選
別機を用いて鉄やアルミなどが回収されています。今回、３種類のリチウムイオン電池
（円筒型、角型、ラミネート型）を対象に、磁力選別機および渦電流選別機の各試験機
で選別可能か、またその要因について検証した結果、以下のことが明らかになりまし
た。 

 磁力選別試験の結果、同一条件下において選別されるリチウムイオン電池個体と選別
されない個体が存在することがわかりました。その要因としては、電池の重量、および
電池に含まれる磁性物の重量割合が選別可否に影響を与えている可能性が示唆されま
した。 

 リチウムイオン電池を除去した使用済み小型家電の破砕物にリチウムイオン電池を混
ぜたサンプルを用意し、同様の選別試験を行ったところ、円筒型リチウムイオン電池は
高磁力選別で選別され渦電流選別で選別されないこと、対してラミネート型電池は高
磁力選別で選別されず渦電流選別で選別されることがそれぞれ確認されました。 

 渦電流選別において、ラミネート型や一部の角型電池はアルミ等金属と共に選別され
回収物に混入する可能性があり、その対策として渦電流選別機の後段にもう１台の渦
電流選別機を設置し仕切板の位置を適切に設定するか、あるいは選別物搬送コンベヤ
上で人手によるピッキングを行うか、その併用が考えられました。 

 物理選別の精度を維持するためには搬送コンベヤを流れる破砕物の層厚は無いか、あ
るいは極力薄い層厚（数センチ程度）を保つことが重要です。そのためには、振動コン
ベヤを各種選別機の前段に設置して搬送物を均すことが有効と考えられます。 

 今回試験をした高磁力選別機や渦電流選別機のように、従来技術で比較的安価に処理
能力が高い設備を入れることで、後段のピッキングや電池の混入対策といったコスト
高な手法の適用範囲を小さくでき、トータルの設備導入コストや運用コストを低減で
きる可能性があります。 

 
（７）その他のソフト対策 

 
先述した設備上の対策も含め、ハード的な対策によってリチウムイオン電池の発火を

100％防止することは不可能です。そのため、発火の予防とともに、発火検知を如何にして
早期に行い、かつ、検知後の初期消火を如何にして迅速に行うかが重要になります。 
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廃棄物処理施設におけるソフト対策について、「ごみ処理施設の火災と爆発事故防止対策
マニュアル」20)では「過去の事故事例の分析による危険個所や危険度の特定、危険箇所の最
適な監視方法の決定、事故予防や事故発生の適切な対応手順、適切な施設運転や維持管理を
行うための教育や訓練の方法等施設を適切に運転し、維持管理するための研究やそれらの
優れたソフトウェア技術」がこれまで十分に取り組まれてこなかったことと、このようなソ
フトウェアに重点を置いた研究が急務であるとされています。「ごみ処理施設の火災事故防
止のための防火安全マネジメントマニュアル」22)においても、防火安全マネジメントシステ
ム文書、危険度の把握・評価（リスクアセスメント）、危険予防の改善目標と実施計画の策
定、緊急事態対応、防火管理体制などが紹介されています。 

 
（８）選別除去したリチウムイオン電池の取扱い 
 

選別除去したリチウムイオン電池は、安全に放電をした上で専門の処理業者に引き渡す
ことが推奨されます。 
 
 JBRC 

 JBRC 会員企業（電池メーカー・機器メーカー・輸入メーカー）の電池が回収対
象 

 資源有効利用促進法の対象範囲または JBRC が認める機器に使われるニカド電
池、ニッケル水素電池、およびリチウムイオン電池 

 打痕や圧壊など外部ダメージの無い電池について、短絡防止を的確に実施し、専
用のペール缶またはドラム缶に入れて排出（ドラム缶使用の場合は事前連絡が必
要） 

 野村興産株式会社 
 乾電池やボタン電池だけではなく、リチウム電池及びリチウムイオン電池を含む

充電式電池や充電式電池を内蔵した製品の処理も可能 
 リサイクルマークが無い充電式電池の受け入れが可能 
 多種多様な電池が混在した状態でも受け入れが可能 
 充電式電池を内蔵した製品の受け入れが可能（ただし、一部は充電式電池の取り

出しが必要） 
 発火し、消火した充電式電池の受け入れが可能 

 
なお、膨張変形したリチウムイオン電池は強い衝撃を与えないよう注意しながら放電

し、放電後は適切なルートで処分することが望ましいです。リチウムイオン電池を安全に
放電する方法として、経済産業省は塩水処理を紹介しています 12)。すなわち、塩分濃度を
３％程度に調整した塩水の中にリチウムイオン電池を投入し、4 日間程度放置することで
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放電が完了します。その際、作業は屋外など換気のよい場所で行い、また、金属のサビ等
を含む汚水となるため、バッテリーを取り出す際や廃液や沈殿物を廃棄する際には、念の
ためゴム手袋等を装着し、素手で触れないよう注意する旨が紹介されています。 
 

リチウムイオン電池が膨張するとどうなる？23) 
リチウムイオン電池は、化学反応を利用して電力を生み出しています。電池が古くなる
と、この化学反応が完全に行われなくなり、ガスが発生（アウトガスといいます）して
バッテリーが膨張することがあります。またバッテリーの内部レイヤーが損傷や欠陥に
よって適切に分離されていない場合、アウトガスの発生や膨張、さらには発火が起こる
可能性もあります。アウトガスの原因としては、製造時の欠陥、過充電、過温などが挙
げられ、これらは電池内部で不要な化学反応を引き起こす可能性があります。 
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８．おわりに 

本技術資料は、近年頻発・増加しているリチウムイオン電池起因の発火・火災事故に対
して、自治体の廃棄物処理施設などで対策を実施する上で参考にして頂くために、推進費
研究の成果などをまとめたものです。研究を通じて、リチウムイオン電池起因の事故はま
だ知見が非常に少ないとともに、対策も容易ではないことがわかってきました。そのた
め、手順通りに実施すれば十分な対策が実現するようなマニュアルではなく、あくまで技
術資料（ガイドライン）としてとりまとめた次第です。参考資料に示すような環境省の対
策集や各種団体などによる資料ともあわせて、参考にして頂ければ幸いです。 

また、内容の修正や更新は適宜行う場合がありますことをご了承下さい。 
 

本技術資料は環境省・(独)環境再生保全機構の環境研究総合推進費「リチウムイオン電
池等の循環・廃棄過程における火災事故実態の解明と適正管理対策提案」（3-2101、 
JPMEERF20213001；2021～2023 年度）により実施しました。本研究にご協力頂きました
環境省、埼玉県坂戸市をはじめとする市町村、井上求氏、日本アビオニクス株式会社、新
コスモス電機株式会社、株式会社コベルコ科研、日本エリーズマグネチックス株式会社、
小型家電リサイクル認定事業者、各種破砕機メーカー、各種選別機メーカーをはじめ関係
各位に心より謝意を表します。 
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参考資料 

（１）リチウムイオン電池 2) 
 
リチウムイオン電池とは、正極にリチウム複合酸化物、負極に炭素を用い、リチウムイ

オンが移動することで充電や放電を行う二次電池（充電式電池）です。1990 年代に登場し
た新しい電池であり、軽量でありながら、高電圧・大電力、しかも自己放電率の少ない、
すぐれた電池とされています 25)。携帯電話、デジタルカメラ、ノートパソコン、また最近
ではタブレット端末や電気自動車にも使用されています。 

正極はコバルト酸リチウム、マンガン酸リチウム、ニッケル系、三元系、リン酸鉄リチ
ウムなどの材料が用いられています。形状は、金属製の外装材料を使用する円筒型または
角型の単電池（セル）に限らず、組電池（パック）も多く見られる。電解液としては有機
溶媒が最も多く用いられていますが、ゲルポリマー電解質を用いた薄型・軽量の特徴を有
するリチウムイオンポリマー電池も 1999 年に製品化されています 26)。 

なお、資源有効利用促進法では同法施行令別表第 6 で定める「密閉形蓄電池」におい
て、密閉形鉛蓄電池、密閉形アルカリ蓄電池（ニカド電池、ニッケル水素電池）と並んで
「リチウム蓄電池」と称していることから、経産省や環境省は「リチウム蓄電池」の用語
を用いることが多くなっています。一方で、同じ経産省でも製品安全の分野では電気用品
安全法の対象である「電気用品」として、同法施行令別表第二に「リチウムイオン蓄電
池」を挙げており、消防法でも同法別表第一の第四類（引火性液体）に電解液が該当する
として「リチウムイオン蓄電池」の用語が用いられることが多いです。また、JIS では JIS 
C8711「ポータブル機器用リチウム二次電池」や JIS C62133-2「ポータブル機器用二次電
池の安全性―第２部：リチウム二次電池」などで「リチウム二次電池」が用いられていま
す。本技術資料では原則として一般にもわかりやすい「リチウムイオン電池」と称してい
ます。 
 
（２）リチウムイオン電池に関連する規制 2) 

 
リチウムイオン電池の回収について定めているのは、前身の再生資源利用促進法から

2001 年に改正施行された資源有効利用促進法に基づく自主回収です。資源有効利用促進法
では、同法施行令別表第 6 で密閉形蓄電池（密閉形蓄電池を部品として使用する製品 29
品目を含む）とパソコンを指定再資源化製品に指定して、製造事業者及び輸入販売事業者
が自主回収及び再資源化を実施することを義務付けています。 

廃棄物処理法においては、広域認定制度によって、認定された製造事業者等がリチウム
イオン電池を含む二次電池（密閉形蓄電池）の収集運搬及び処理を行う場合があります。
広域認定制度は 2003 年の同法改正によって定められた特例であり、拡大生産者責任に則
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り、製造事業者等が自社製品の廃棄物の処理を広域的に行うことにより、適正処理を確保
することを目的として、廃棄物処理に関する許可を不要とするものです。同法第 9 条の 9
（一般廃棄物）及び第 15 条の 4 の 3（産業廃棄物）で定められており、現在までに JBRC
や一部製造事業者等が一般廃棄物や産業廃棄物に対して広域認定を受けています。 
 

安全性に関して、リチウムイオン電池は内部または外部の短絡、過充電、過放電、加熱
によって熱暴走を引き起こして火災につながる可能性があり、そのメカニズム解明や対策
のために国内外で多くの研究やレビューが行われてきました。また、リチウムイオン電池
は高温状態で不安定化しやすい電極材料や可燃性の有機溶媒を使用しており、ノートパソ
コンや携帯電話などに搭載されたものが充電を含む使用段階で発火・発煙事故が発生して
いることが、2007 年以前に問題になっていました 26)。このため、2007 年 11 月に電気用
品安全法が改正され、法第二条で「蓄電池であって、政令で定めるもの」が電気用品の定
義に追加され、政令の別表第二で「リチウムイオン蓄電池であって、単電池の体積エネル
ギー密度が 400 ワット時毎リットル以上のもの（自動車用、原動機付自転車用、医療用機
械器具用及び産業用機械器具用のものを除く）」が規制対象とされました。 

 

 

図 9-1  リチウムイオン電池が発火に至るメカニズム 25) 
 
電気用品安全法では、「電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈について」（技術基

準解釈）という通達が示されており、リチウムイオン電池の場合は同技術基準解釈の別表



36 
 

十二で、2022 年 12 月から国際規格（IEC 規格）に準拠した JIS 規格として、技術基準と
整合する「ポータブル機器用二次電池の安全性―第 2 部：リチウム二次電池（JIS C 
62133-2: 2020）」が適用されています。その中で「単電池及び組電池を、意図する使用及
び合理的に予見可能な誤使用の双方の場合に安全であるように設計し、製造しなければな
らない」とされており、予見可能な誤使用として過酷な条件も想定しているものの、あく
まで使用段階における安全性に留まるものとなっています。 

また同法では製造・輸入事業者に対して、技術基準適合義務と表示について定めてお
り、リチウムイオン電池の場合は自主検査などで技術基準に適合したことを示す PSE マー
ク（丸型）の表示のないものは販売禁止となっています。 

最近の一例として、JBRC 会員でもある有名メーカーのコードレス掃除機に関して、輸
入事業者 2 社が販売した非純正リチウムイオン電池から 2021 年 9 月までに計 9 件の重大
製品事故が発生した事案があり、充放電をしていない状態でも発火のリスクがありまし
た。うち 1 社は同年 10 月に倒産して回収不可能となったため、保有していた消費者に対
しては放電してから市町村への排出を、市町村に対しては処分委託などを同年 12 月に依
頼することとなりました 12, 13)。安全管理が不十分なメーカーによるリチウムイオン電池と
ともに、不十分な回収体制に対して、市町村が後処理を担わされた事例といえます。 
 
（３）一般廃棄物処理施設の維持管理の技術上の基準（抜粋） 
 
廃棄物処理法施行規則 
（一般廃棄物処理施設の維持管理の技術上の基準）（抜粋） 
第四条の五 法第八条の三第一項の規定によるごみ処理施設の維持管理の技術上の基準は、
次のとおりとする。 
六 破砕施設にあつては、次のとおりとする。 

イ 投入する廃棄物に破砕に適さないものが含まれていないことを連続的に監視するこ
と。 

ロ 破砕によつて生ずる粉じんの周囲への飛散を防止するために必要な措置を講ずるこ
と。 

八 選別施設にあつては、選別によつて生ずる粉じんの周囲への飛散を防止するために必
要な措置を講ずること。 

十四 前各号のほか、施設の機能を維持するために必要な措置を講じ、定期的に機能検査並
びにばい煙及び水質に関する検査を行うこと。 

十五 市町村は、その設置に係る施設の維持管理を自ら行うこと。 
十六 施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置（法第二十一条の二第一項に規定す

る応急の措置を含む。）の記録を作成し、三年間保存すること。 
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（４）廃棄物処理施設整備国庫補助事業に係るごみ処理施設性能指針（抜粋） 
 
「廃棄物処理施設整備国庫補助事業に係るごみ処理施設性能指針」（平成 20 年 3 月 31 日環
廃対発第 080331003 号、2008 年）（抜粋） 
 
Ⅵ ごみ破砕選別施設 

１ 性能に関する事項 
 （１）ごみ処理能力 

計画する質及び量のごみを、計画する性状の破砕物に破砕し、計画に応じた選別を
する能力を有すること。 

 （２）破砕物の性状 
破砕処理する場合、施設に投入するごみ量の八五パーセント以上を、計画する破砕

物の大きさ以下に破砕できること。 
 （３）回収物の純度 

① 鉄分を回収する場合、回収物中の鉄分の純度は、九五パーセント以上であるこ
と。 

② 銅分又はアルミニウム分を回収する場合、回収物中の銅分又はアルミニウム分
の純度は、八五パーセント以上であること。 

 （４）安定稼働 
一系列当たり九〇日間以上にわたり、この間の計画作業日における安定運転が可能

であること。 
 ２ 性能に関する事項の確認方法 
 （１）性能確認条件 

以下の条件を満たす実証施設又は実用施設における運転結果にもとづき、各性能に
関する事項に適合しているか確認すること。 

① 計画するごみと同程度のごみ質のごみを使用して運転を行ったものであるこ
と。 

② 計画する実用施設の一系列当たりの処理能力に対し、実証施設又は既存実用施
設の一系列当たりの処理能力は、概ね一〇分の一以上であること。 

③ 実証試験については、延べ二〇〇時間以上の運転実績を有すること。 
 （２）性能確認方法 

① ごみ処理能力、破砕物の性状及び回収物の純度 
以下のいずれかにより確認すること。 

ⅰ 実証試験により得られた運転データ等を評価した結果 
ⅱ 実用施設における運転データ等を評価した結果 

② 安定稼働 
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以下のいずれかにより確認すること。 
ⅰ 実証試験により得られた運転データ並びに構成部品及び部材の耐用性と、

安定運転を阻害する原因への対策等を評価した結果 
ⅱ 実用施設において、一系列当たり九〇日間以上にわたり、この間の計画作

業日に安定運転した実績 
 
（５）遅延発火予防を目的としたリチウムイオン電池の物理選別 
 

本調査では形状やタイプの異なるリチウムイオン電池が磁力選別機や渦電流選別機で選
別可能かどうか、またその要因について検証を行いました。検証に用いたリチウムイオン電
池は円筒型、角型、ラミネート型の３種類で、用いたサンプル数は約 20 個です。 
 

表 9-1  物理選別の検証に用いたリチウムイオン電池のサンプル 

 
 

磁力選別試験の概要 
項 目 概 要 

試験機 日本エリーズマグネチックス社製高磁力選別機、プーリー表面磁力
3,000G・6,000G、プーリー径φ305mm、ベルト幅 600mm、樹脂ベルト 

 

試 験 パ ラ メ
ータ 

・磁力（3,000G、6,000G） 
・コンベヤ速度（20m/分、45m/分） 

試験方法 磁力、コンベヤ速度の組み合わせ（計４ケース）ごとに同一サンプルを３
回供し、再現性を確認 
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渦電流選別試験の概要 

項 目 概 要 
試験機 日本エリーズマグネチックス社製渦電流選別機（永久磁石式エディカレン

ト セ パ レ ー タ 、 エ リ ー ズ モ デ ル RevX-E1214 ）、 ECS ド ラ ム
φ216×519.5W、ベルト 490W 樹脂ベルト t4.2、ECS ドラム回転数 0～
2,500rpm/min（インバータ制御）、ベルト速度：10～63.3m/min/60Hz（イ
ンバータ制御） 

 

試 験 パ ラ メ
ータ 

・磁力（2,500G） 
・コンベヤ速度（45m/分、60m/分） 

試験方法 磁力、コンベヤ速度の組み合わせ（計 2 ケース）ごとに同一サンプルを３
回供し、再現性を確認 

 
検証の結果、以下のことがわかりました。 

 磁力選別試験の結果、同一条件下において選別される個体と選別されない個体が存在
することがわかった。主に選別された個体の重量は母集団平均重量より軽く、反対に選
別されなかった個体の重量は母集団平均重量より重い傾向にあることがわかった。た
だし、「軽くても選別されない個体」と「重くても選別される個体」もまた存在するこ
とがわかった。 

 重量以外の選別要因を探るため、リチウムイオン電池を安全な状況下で分解したとこ
ろ、電池の中に含まれる磁性物（基板や端子部分）の電池に占める重量割合が高い（目
安：4％以上）個体は高磁力選別で選別され易い一方で、磁性物の重量割合が高すぎる
（目安：7％以上）個体は渦電流選別で選別され難いことがわかった。反対に、磁性物
の重量割合が低い（目安：６％未満）個体は渦電流選別で選別され易い一方で、磁性物
の重量割合が低すぎる（目安：３%未満）個体は高磁力選別では選別され難いことがわ
かった。 

 以上から、高磁力選別は磁性物の重量割合が高いものを、渦電流選別は磁性物の重量割
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合が低いものをそれぞれ選別するのに適しており、２つの選別を組み合わせることに
よってより多様なリチウムイオン電池を選別除去することが可能になると考えられる。 

 なお、本試験で得られた結果はリチウムイオン電池が単体で選別機に供された場合の
ものであり、リチウムイオン電池が小型家電に内蔵された状態での選別挙動は別途検
討する必要がある。 

 
 次に、実際の廃棄物処理施設での処理に近い状況でのリチウムイオン電池の選別挙動に
ついて検証するため、小型家電リサイクル事業者の協力を得て、あらかじめリチウムイオン
電池を除去した使用済み小型家電を衝撃式竪型破砕機で破砕処理したものにリチウムイオ
ン電池を混ぜたサンプルを用意し、上記と同様の装置を用いた選別試験を実施しました。試
験では、破砕物の性状（磁選物、渦電流選別物、磁選通過物（主に非鉄・プラ類の混合物） 
磁選・渦電流選別通過物（主にプラ類）、破砕物（未選別）の計 5 種類に円筒型、角型、お
よびラミネート型のリチウムイオン電池をそれぞれ混ぜて試験機に供しました。その際、リ
チウムイオン電池の選別可否に対して破砕物の層厚、リチウムイオン電池の種類、リチウム
イオン電池の形状および大きさ、選別機に対するリチウムイオン電池の配置方法（向き）が
及ぼす影響を調べました。 
 

表 9-2  小型家電破砕物とリチウムイオン電池の混合物に対する物理選別試験 
項目 内容 

小型家電破砕物  磁着物 
 渦電流選別物 
 磁選通過物（主に非鉄・プラ類の混合物） 
 磁選・渦電流選別通過物（主にプラ類） 
 破砕物（未選別） 

リチウムイオン電池  円筒型 4 個 
 角型 4 個 
 ラミネート型 4 個 

試験方法 小型家電破砕物（5 種類）とリチウムイオン電池を種類ごとに混
ぜ、高磁力選別機ならびに渦電流選別機に供し、リチウムイオン
電池の選別可否を調べた 
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試験に用いた小型家電の破砕物（磁選・渦

電流選別通過物（主にプラ類）） 

 
（ケース１）破砕物の層上にリチウムイオ

ン電池を乗せた場合 

 
（ケース２）一部のリチウムイオン電池を

破砕物の層中に入れた場合 

 
（ケース３）すべてのリチウムイオン電池

を破砕物の層下に入れた場合 
 
 試験を通して以下のことが考察されました。 
 
〇破砕物の性状がリチウムイオン電池の選別精度に及ぼす影響 

高磁力選別では磁着物を除く破砕物に対してリチウムイオン電池の種類によらず選別可
否が同じ傾向であったことから、破砕物の性状の違いがリチウムイオン電池の選別精度に
及ぼす影響は確認されなかった。なお、磁着物は高磁力選別機のベルトを破損する可能性が
あるため試験を実施しなかった。磁着物には稀にモーターやコイル類が含まれ、リチウムイ
オン電池がその銅線に絡まってしまうと選別精度に影響がでる可能性がある。 

 
〇コンベヤ上の破砕物の層厚 

破砕物の層厚がそれぞれ 8 cm、6 cm ある状態で破砕物の層上および層下（コンベヤ直上）
にリチウムイオン電池を配置して高磁力選別機に供した結果、破砕物の層上にリチウムイ
オン電池を乗せた状態ではリチウムイオン電池は選別できなかった。このことから層厚は
リチウムイオン電池の選別精度に影響を及ぼすと考えられ、選別精度を高めるためには層
厚はない（破砕物が積層していない状態）または極力小さいほうが望ましいといえる。どの
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程度の層厚まで許容できるかについてはコンベヤ速度や磁力の程度に依存すると考えられ
ることから一概には言えないが、小型家電リサイクル事業者や選別機メーカーへのヒアリ
ング等から概ね数センチ程度ではないかと推察する。 
 
〇リチウムイオン電池の種類、形状および大きさ、ならびに選別機に対する向き（配置） 

円筒型リチウムイオン電池は高磁力選別で選別され渦電流選別で選別されないこと、対
してラミネート型電池は高磁力選別で選別されず渦電流選別で選別されることがそれぞれ
確認された。また、角型電池は高磁力選別、渦電流選別ともに種類や表裏・向きによって選
別可否が異なることがわかった。これは各種電池の構成素材の違いによるところが大きい
と思われる。試験に用いた円筒型電池は電子タバコに内蔵される 18650 型で、筐体が磁性
物であることが確認されている。なお、本試験のサンプル数は４個であり、種類ごとの傾向
を精査するためにはサンプル数を増やすことが必要である。 
 
〇各種選別回収物へのリチウムイオン電池の混入と選別の可能性 

先述のとおり、磁力選別にて混入しやすいモーター・コイル類にリチウムイオン電池が絡
みついて一緒に回収されてしまう場合、電池のみを選別機で選別することは容易でなく、対
策としては磁力選別機の後段の搬送コンベヤ上で人手によるピッキングが有効と考えられ
る。なお、磁力選別は非磁性体の巻き込みを極力減らすため、粗選（1,500～3,000G 程度） 
と精選（8,000G）の多段設置とすることが望ましい。 

渦電流選別による回収物には円筒型電池の混入の可能性は低いものの、ラミネート型や
一部の角型電池は非鉄金属と共に選別され回収物に混入する可能性が示唆された。対策と
しては渦電流選別機の後段にもう１台の渦電流選別機を設置し仕切板の位置を適切に設定
するか、あるいは選別物搬送コンベヤ上で人手によるピッキングを行うか、その併用が考え
られる。 

渦電流選別機の通過物（主にプラスチック類等）には円筒型および一部の角型電池が混入
する可能性があるが、これらは高磁力選別機を後段に追加設置するか、あるいは搬送コンベ
ヤ上で人手によるピッキングを行うか、その併用によって選別できる可能性が高い。 

なお先述のとおり、物理選別精度を維持するためには搬送コンベヤを流れる破砕物の層
厚は無いか、あるいは極力薄い層厚（数センチ程度）を保つことが重要である。そのため
には振動コンベヤを各種選別機の前段に設置して搬送物を均すことが有効と考えられる。 

 
なお、これらの対策によっても破砕物へのリチウムイオン電池の残留をなくすことは難

しく、現時点では残留のリスクに対応するほど設備機器は増えていくことが想定されま
す。ただし、今回の高磁力選別機や渦電流選別機のように従来技術で比較的安価に処理能
力が高い設備を入れることで、後段のピッキングや残留リスク対応といったコスト高な手
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法の適用範囲を小さくでき、トータルの設備導入コストや運用コストを低減できると可能
性が示唆されました。 
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